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1. 序論：日本企業の経営課題と森林活用の可能性 
日本の企業は深刻な構造的課題に直面している。少子高齢化により労働人口は年々減少し、人

口の約3割が65歳以上という、世界的に見ても高齢化率の高い国となった。１）２） 

生産年齢人口に対する高齢人口の割合が年々高まっていく中で、多くの企業では慢性的な人手

不足を補うため高齢従業員の活用を進めている。​
内閣府が発行する高齢社会白書によると、 

従業員21人以上の企業23万7,006社のうち、高年齢者雇用確保措置（注3）を実施済みの企
業の割合は99.9%（23万6,815社）となっている。３） 

つまり、ほとんどの企業にとって人手不足は喫緊の課題であり、幅広い世代の従業員を採用す

る必要性を感じていることがうかがえる。​
一方、若年層の労働者は価値観の多様化に伴い早期離職も珍しくなく、新卒従業員の約3割が
入社後3年以内に離職するというデータもある。４）​
人材確保と定着率向上は企業経営において重要度の高い課題である。現代の若年層は、給与

や福利厚生だけでなく、自己成長の機会、ワークライフバランスの実現、社会への貢献、良好な

人間関係、そして企業の理念や文化への共感といった価値観を重視する傾向が強まっているこ

とから、企業はこれらのニーズに応え、魅力的な職場環境を提供することが、人材の獲得と定着

のために不可欠となっている。 

このような状況下において、企業は限られた人的資源をより効率的に活用する必要に迫られて

いる。内閣府の調査によれば、人手不足への対応として、単なる人材確保にとどまらず、作業の

自動化や省力化投資、人材育成を通じて労働生産性を高めることが重要であると指摘されてい

る。５） 

実際、人手不足感を持つ企業は適正な人員を確保している企業と比較して労働生産性が1割か
ら2割低く、これは効率的な投資や人材育成が不十分であることが一因とされている。５）また、製
造業界の調査では、日本の企業の多くが創造性向上に対する高い意欲を持ちながらも、多忙さ

による時間不足がその実現を妨げており、結果として業務効率や生産性の向上が課題となって

いることが明らかになっている。６） 

こうした課題に対処するためには、単に業務を効率化するだけでなく、従業員一人ひとりの生産

性と創造性を高めることで「少ない人員で高い価値を産み出す」という付加価値生産性の向上を

目指す経営戦略が不可欠となっている。 

同時に、長時間労働や職場ストレスによるメンタルヘルス不調も重大な問題となっている。過労

死のリスクは重大な社会問題として認識されており、精神障害の請求件数は年々増加の一途を
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辿っている。７）​
こうした背景から2015年より従業員50人以上の事業所には毎年のストレスチェック実施が義務
付けられ 、企業は従業員の心理的ストレスを定期的に把握し改善策を講じる法的責務を負って
いる。 

これら少子高齢化・人材流出・メンタルヘルス問題に対し、持続可能な経営戦略として注目され

ているのが「健康経営®」である。健康経営とは、企業が従業員の健康管理を経営的視点で捉え

戦略的に実践することであり、従業員への健康投資が活力や生産性を高め、ひいては業績や株

価の向上につながると期待されている 。８）実際、経済産業省と東京証券取引所は2014年に「健
康経営銘柄」制度を創設し、健康経営に優れた上場企業を選定・公表しているが、選定企業の

平均株価はTOPIX指数を上回る推移を示しており ９）、従業員の健康と企業価値向上の両立が
投資家からも評価されつつある。 

さらに、健康経営をより一層推進するため、多様な企業や団体が連携する「健康経営アライアン

ス」が設立されている。このアライアンスは、企業が従業員の健康課題に取り組み、健康増進を

支援するためのプラットフォームとして機能し、成功事例の共有や最新情報の提供を通じて、健

康経営の普及と深化に貢献することを目指している。​
アライアンスへの参加を始め、各企業の取り組みによって、従業員の健康を重視する姿勢を示す

とともにより効果的な健康経営の実践に繋がる取り組みが様々な主体から提案されている。 

では、この健康経営の文脈において「森林」が果たし得る役割とは何だろうか。​
従来、企業の従業員健康施策と言えばオフィス内の改善や運動奨励などが中心であったが、近

年、自然環境と触れ合うことが従業員のストレス緩和や創造性向上に寄与するとの報告もされて

いる。１０） 

森林は豊かな自然そのものであり、その活用次第では現代の企業が直面する多様な人材・組織

課題に対する革新的な処方箋となり得る。従業員の健康増進、メンタルケア、創造性向上、組織

力強化など、森林がもたらす効果は企業経営の多面的な課題解決に貢献する可能性を秘めて

いる。​
以下、本稿では世界の研究知見と企業事例を引用しながら、森林が企業の健康経営にもたらす

効果と、企業が森林プログラムを導入する際のKPI（重要業績評価指標）や具体的ステップにつ
いて考察する。 
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2. 科学的エビデンスが示す森林の健康・組織力向上効果 

自然とストレス軽減・創造性向上効果 

自然環境に身を置くことが人間の健康増進に寄与することは、近年の研究で次第に証明されて

いる。例えば浙江省老年医学研究所Gen Xiang MAOらの研究では、質問紙調査による心理学
的指標に加えて、血中の酸化ストレス指標、免疫指標、内分泌指標など、より多角的な視点から

森林浴の効果を実証しようと試みた。１１） 

その結果、森でのウォーキングを実施した人たちは、酸化ストレスの指標となるマロンジアルデヒ

ドレベルの低減、炎症性サイトカインレベルの低減、ストレス反応の指標となるコルチゾールレベ

ルの低減、ネガティブ感情（緊張、うつ、疲れなど）の低減・ポジティブ感情（活力）の上昇などが

観察された。 

この研究結果は、ウォーキングという手軽な方法であっても、森林に触れることが心身両面に対

しポジティブな効果をもたらすことを示し、日常業務に自然を取り入れることの有用性を裏付けて

いる。 

さらに長時間の自然 immersion（没入）による効果も注目される。米ユタ大学の心理学者David 
Strayerらの研究では、電子機器から離れ森林で4日間のバックパック旅行を行った被験者グ
ループは、出発前に比べ創造的問題解決テストのスコアが平均50%向上した。１２）​
これは自然環境で過ごすことが人間の認知能力を劇的に高め得ることを示すエビデンスであり、

「デジタル漬けの日常から離れて自然の中で過ごすことが創造力を回復させる」と研究者は結論

付けている。​
情報過多・ストレス過多の現代人にとって、森の中で過ごす時間は脳をリセットし認知機能を刷

新する効果があるといえる。 
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加えて、焚き火など自然の要素が人間の心に与える影響も興味深い。米国アラバマ大学の人類

学者の実験では、薪火の映像を見せた被験者に血圧低下とリラックス反応が生じることが確認さ

れた 。​
音と炎が伴う「本物に近い焚き火」を見た場合に最も顕著に血圧が下がり、炎の揺らめきには人

間の注意を優しく引き付け自律神経を安定させる効果があるとされる。１３） 

自然環境と心理的安全性・チームビルディング 

ここまでで述べたように、森の中や野外で過ごすことは個人のストレスを和らげ認知機能を高め

るが、森林環境がもたらす効果は個人の心身に留まらない。自然の中での体験は対人面にも好

影響をもたらすことが、研究から明らかになっている。 

ハーバード大学のAmy Edmondson教授が提唱する「心理的安全性」がチームの学習・革新に
不可欠であることは広く知られるが、１４）自然の中ではまさにその心理的安全性が醸成されやす

いとの指摘もある。 

また、McKinsey & Companyによると、自然体験をグループで体験することで、参加者同士の信
頼関係を深め、チームワークや心理的安全性を高める効果が期待できるとの報告もある。自然

の中で非日常の体験を共有することで、同僚間のコミュニケーションが活性化し、職場での結束

力向上につながるというものだ。​
この報告では、屋外でのチーム研修を行った企業では、「短時間で本音を語り合え、何十時間分

もの会議に相当する成果があった」という経営者の声も紹介されている。１０） 

これらの報告結果を踏まえると、森林環境での共同作業や体験活動は、チームワークの向上、

心理的安全性の醸成、そして協働効率の向上に寄与すると考えられる。企業研修においても、

森林環境を活用したチームビルディングプログラムは、参加者間の相互理解を深め、組織全体

のパフォーマンス向上に貢献する可能性が示唆される。 
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3. 企業の経営課題における森林プログラムの導入事例 

世界の先進企業による「自然を活用した働き方」 

こうした科学的知見を背景に、既に世界の先進企業の中には自然を経営資源として積極的に取

り入れる動きが見られる。シリコンバレーを中心とするIT企業はオフィス環境に自然要素を組み
込むバイオフィリック・デザインを導入しており、例えばAppleやFacebook（現：Meta）、Amazon、
Walmartといった企業は本社キャンパスに草原や池、遊歩道、屋上庭園、室内植物を配置するな
ど自然を身近に感じられる空間設計を行っている。​
従業員が仕事の合間に散策できる小径や緑地は、心身のリセットと発想転換を促す場となって

いる。同じく米国のREI（Recreational Equipment Inc.）社では年間2日間の「Yay Days」という有
給休暇を従業員に与え、その期間は「自然の中で過ごす日」として利用することを期待している。
１５） 

これらの企業は自然環境での体験が、従業員の創造性やチームワークを高め、ひいては業績向

上に資すると認識し、独自のプログラムを導入している。オフィスとは異なる環境での共有体験

が、強力な組織変革の契機となっている例である。 

日本国内の森林プログラム事例：企業研修・人材育成プログラム 

日本でも近年、森林を活用した企業研修やCSR活動が増加しつつある。林野庁は「森林サービ
ス産業」の創出を掲げ、森林空間を健康増進や人材育成に役立てる先進事例を積極的に紹介し

ている。１6）１7）​
いくつか具体例を挙げると、サービス業の株式会社アワーズは従業員研修に焚き火セッションや

林業体験ツアーを取り入れ、非日常環境でのコミュニケーション活性化やビジネス創造力涵養を

図っている。​
飲料大手のサントリーホールディングス株式会社では、森林保全活動を創業の原点である水資

源涵養と結びつけ、新入従業員に自社保有の森での下草刈りや植林を体験させることで企業理

念の体得に繋げている。​
オフィス家具メーカーの株式会社オカムラは、自社の製品原料である木材への理解を深めるた

め従業員を森林に派遣し、素材への敬意とサステナビリティ意識を醸成するプログラムを実践し

ている。１7）​
こうした森林プログラムの導入による影響は、定量的な成果としても効果をあげている。TDKラム
ダ株式会社の例では、森林研修プログラム導入前は12%だった早期離職率が、プログラム導入
後には1%まで低下した、との報告もある。18) 

普段接することのない森の中での体験が従業員に達成感や企業への愛着心をもたらし、結果と

して定着率向上という成果に結びついたと考えられる。一方で、この効果を一般化するために

は、さらなるデータ収集と分析が必要であると考えられるため、今後は森林活動が従業員の意識

や組織風土に与える影響について、より厳密な定量評価を行うことが望まれる。 

また、森林での活動は従業員だけでなく地域社会や森林所有者にも利益をもたらす。従業員研

修として企業が受け入れ先の森林（国有林や民有林）で植林・間伐等を行えば、里山整備が進

み地域の林業担い手の支援にもなる。 

国有林の場合は、「法人の森林」制度の活用が可能だ。長期契約で企業が森林造成に参画する

ことで、従業員が森に触れる機会を作りつつ、将来的な伐採収益を分配するスキームとして整備

されている。１９） 
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民有林の場合は、森林の整備を環境に対する貢献活動として行いつつ、地方自治体や地域の

NPO法人と協力することで、環境教育のイベント開催や出前授業の実施など派生的な取り組み
を行うことができる。これにより地域に根ざした活動を行うことが可能となっている。２０） 

 

ESG投資と森林活用：企業価値向上の視点 

森林を活用した取り組みは、企業のESG（環境・社会・ガバナンス）評価の観点からも価値が高
い。東京大学の客員教授である吉高氏によると、近年ESG投資が世界的に拡大する中で、気候
変動や生物多様性危機への対応として森林や土壌、水など「自然資本」への企業の取り組みが

重要視されている。２１）​
投資家は企業が事業活動を通じて環境保全や地域社会にどれだけ配慮しているかを厳しく見て

おり、持続可能な森林管理や従業員の健康増進策に積極的な企業は長期的なリスク低減とブラ

ンド価値向上の面で評価が高まる傾向にある。２１） 

森林プログラムをCSRの一環として位置付け発信することは、企業イメージを向上させ優秀な人
材や顧客を引き付ける効果も期待できる。さらに、自社の森づくり活動を通じてカーボンニュート

ラル（温室効果ガスの実質排出ゼロ）に貢献すれば、気候変動対策としての価値も付加されるだ

ろう。「SDGs（持続可能な開発目標）」の目標15「陸の豊かさも守ろう」に合致する森の保全・再
生へのコミットメントは、企業の長期的な存続戦略として投資家や社会から歓迎される。現に、

SDGsやESGを背景として企業による森づくり活動は各地で活発化しており、２０）森林を介した企
業価値向上の余地は今後ますます広がっていくと考えられる。 

4. 森林プログラム導入のためのKPIと具体的なステップ 
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健康経営とウェルビーイング指標の設定 

森林プログラムを企業に導入するにあたっては、効果を測定し経営改善につなげるためのKPI
（重要業績評価指標）の設定が重要となる。まず従業員の健康・「ウェルビーイング（Well-being
）」に関する指標としては、「プレゼンティーズム（Presenteeism）」と「アブセンティーズム（
Absenteeism）」が鍵となる。 

アブセンティーズムとプレゼンティーズムとは​
WHO（世界保健機関）によって提唱された健康問題に起因したパフォーマンスの損失を表す
指標です。プレゼンティーズムとは、欠勤にはいたっておらず勤怠管理上は表に出てこない

が、健康問題が理由で生産性が低下している状態、アブセンティーズムは健康問題による仕

事の欠勤（病欠）を意味しています。２２） 

​
永田らの研究２３）によれば、アブセンティーズムによる金銭的な損失が年間あたり520ドル/人であ
るのに対し、プレゼンティーズムによる損失は3,055ドル/人と、従業員ひとりあたりの損失額が大
きいことも明らかになっている。 

したがってKPIとしては、従業員の病気欠勤率の低減や高ストレス者・要支援者の割合減少、さら
にはプレゼンティーズムによる生産性損失コストの削減（ストレスチェックやアンケートから推計）

などを設定し、森林プログラム導入前後で追跡することが望ましいと考える。​
加えて、主観的なウェルビーイング指標として「従業員満足度」や「従業員エンゲージメント」を定

期的に測定し、森での活動参加後にポジティブに変化しているかを確認する。 

生産性・イノベーション指標の設定 

次に、企業業績に直結する生産性やイノベーション創出の指標も盛り込むべきである。森林プロ

グラムによって従業員の創造性や集中力が向上するならば、それを定量化して示すことで経営

層の理解と支援を得やすくなる。具体的には、業務上のアウトプット指標（例えば提案された新規

アイデア件数、新商品コンセプトの創出件数、特許出願件数など）を導入前と後で比較する方法

がある。またStanford大学の創造性研究で用いられたような「代替用途検討テスト」（与えられた
物体の新しい用途をできるだけ多く考える課題）の簡易版等を社内研修に取り入れ、森林プログ

ラム参加者のスコア推移を見るのも一つの手法だ。２４） 

​
このような定量評価に加え、従業員へのヒアリングや自由記述アンケートで「森の体験後にどん

な発想が生まれたか」「仕事への姿勢にどう変化があったか」といった定性的なイノベーション兆

候を収集し指標化することも有用である。 

CSR・企業理念への寄与度評価 

さらに森林プログラムを単発の福利厚生に終わらせず、企業理念やCSR活動と結び付けて評価
する視点も重要だ。KPIとして、企業のミッション・バリューへの共感度や地域社会からの評価と
いった長期的価値を捉える指標を設定することが望ましい。具体例としては、プログラム参加者

である従業員の企業理念理解度や愛社精神の向上（研修前後のアンケート比較）、森林活動に

対する地域住民や行政からのフィードバック（ステークホルダーへのヒアリングやメディア露出の

件数）、さらにはESG評価機関によるサステナビリティ評価スコアの変化などが挙げられる。森林
での取り組み内容を積極的に社外に発信し、SDGsや地域貢献の観点でどのように自社の価値

7 



創造に繋がっているかを開示することで、ステークホルダー（投資家・顧客・地域住民）からの評

価向上を測定できる。このように多層的なKPIを設定することで、森林プログラムが従業員の健
康→業務パフォーマンス→企業価値へと波及する様子を「見える化」しやすくなり、社内外の理解
と協力を得ながら持続的な施策として根付かせることができる。 

導入の具体的ステップ 

最後に、企業が森林プログラムを導入・定着させるための典型的なステップを示す。 

（１）経営課題の明確化と目標設定：まず自社の抱える課題（例えば「若手従業員の離職防止」

「メンタルヘルス改善」「部署間の連携強化」など）を洗い出し、その解決策として森林プログラム

をどのように位置付けるか経営層と議論する。プログラムの目的（ストレス低減やチームビルディ

ング等）と、それによって達成したいKPI目標値を明確に定める。 

（２）プログラム内容の設計：目的に沿って具体的な森林活動の内容を検討する。専門家の助言

を得ることが成功の鍵である。森林セラピー®の知見を持つ医師や森林インストラクター、アウトド

ア研修に実績のあるファシリテーター等と協働し、従業員が安全かつ効果的に体験できるプログ

ラムを企画する。内容例として、森林浴ウォーキング、森の中でのグループワーク（キャンプファ

イヤー対話セッション等）、林業体験（間伐作業や植樹のチーム挑戦）などが考えられる。 

（３）パートナーシップの構築：自社で森林を保有していない場合でも、各地の受け入れ体制を活

用できる。「法人の森林」制度の活用や地域で活動するコーディネーターにナビゲーター役を依

頼することで、国有林や民有林で企業研修を実施する仕組みが用意されている。地元の森林組

合やNPOと提携し、活動フィールドの選定や用具手配、安全管理について協力を仰ぐ。森林所
有者にとっても企業からの参加は森の維持管理に繋がるため、Win-Winの関係を築く視点で交
渉する。 

（４）パイロット実施と効果測定：いきなり全社展開するのではなく、まずは小規模でパイロットプロ

グラムを実施する。特定の部署や新入従業員研修などに組み込み、上記で設定したKPIを用い
て前後比較を行う。例えば研修前後でストレス値やチームワーク評価がどう変化したかデータを

収集する。可能であれば対照群（森林活動を行っていない類似属性の部署）とも比較し、有意な

改善が見られるか検証する。 

（５）全社展開と定着化：パイロットで効果が確認できたら、経営層に結果を報告し本格導入の承

認を得る。年間計画に組み込み、従業員の業務スケジュールに無理のない形で定期的な森林プ

ログラム参加機会を提供する。任意参加型の場合は福利厚生として位置づけ募集を行い、参加

者の声を社内報等で紹介して裾野を広げる。必須研修型の場合は研修カリキュラムの一環とし

て毎年継続実施する。 

（６）モニタリングと継続的改善：導入後もKPIを追跡し、期待通りの効果が出ているか検証し続け
る。年次ごとにストレスチェック結果や離職率などを分析し、プログラムの変更・改良に反映させ

る。（PDCAサイクルの徹底)８）​
例えば効果が頭打ちになってきた場合は、新たなプログラム（例：夜の森林ナイトハイクや家族同

伴の森林イベント等）を追加するなど刷新を図る。また社外の有識者による評価や、他社事例と

の比較検討も行い、自社プログラムの価値を客観的視点で定期評価するとよい。 
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以上のステップを踏むことで、森林プログラムは一過性のイベントではなく企業文化の一部として

根付いていく。重要なことは、常に「なぜそれを行うのか」を明確にし、得られた効果をデータとエ

ピソードの両面で記録・共有することである。そうすることで従業員の納得感も高まり、プログラム

が形骸化せず真の経営成果につながっていく。 

5. 結論：企業経営における森林活用の未来 
本稿で論じてきたように、森林は単なるレクリエーション資源ではなく、企業経営の現代的課題を

解決し得る戦略的アセットである。日本企業が直面する人材・組織の諸課題（人手不足、離職、メ

ンタル不調、生産性停滞）は一朝一夕に解決するものではないが、科学的エビデンスに裏付けら

れた「森林プログラム」の導入はその突破口の一つとなるだろう。森林がもたらすストレス緩和効

果や創造性・チームワーク向上効果は、従業員個々人の健康と成長を促し、ひいては組織全体

の活力と革新性を高める。 

デジタル漬けの日常から離れ、森での時間を経営資源として活用する企業の動きは、単なる福

利厚生の枠を超えた戦略的選択と言える。ここまでで述べてきた森がもたらすリフレッシュ効果

が、現代のビジネスパーソンに必要な創造性の再生工場として機能すると考える。シリコンバ

レーのIT企業がオフィスに森を再現するのは、自然の中でこそ、機械的な仕組みや人工物に囲
まれたオフィスでは生み出せない発想が生まれることを認識しているからだろう。 
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このアプローチの真価は、KPIでは測りにくい領域にも現れる。離職率の低下は単なる数値では
なく、従業員が「働きがい」を再定義する過程の副産物である。森の時間がもたらす認知機能の

刷新は、タスク処理速度の向上というより、問題そのものを再構築する視座の転換をもたらす。 

加えて、森林活用は企業と社会・環境との関係を再定義する契機ともなる。企業・行政・森林所

有者が連携して森をフィールドに新たな価値創造を行えば、それは地域活性化と環境保全、そし

て企業の人材育成・ブランド強化を同時に実現する三方良しのモデルとなる。例えば企業研修で

従業員が訪れた地域にリピーターとして観光に訪れるようになれば地域経済に貢献できるほか、

企業が支援した森から生まれた木材を自社製品に活用すればサプライチェーン全体での循環に

も繋がるだろう。このように森林を舞台に生まれる共創の物語は、企業にとってもかけがえのな

い無形資産（レピュテーションや従業員の誇り）となる。 

ここまでで紹介した事例や研究の結果からも分かる通り、森林体験は単なる「癒やし」にとどまら

ず、従業員の環境感度を高め、それが事業活動全体のサステナビリティ向上へと波及していく。

このように、企業が森林プログラムを通じて従業員の自然との接点を増やすことは、個人の健康

増進から組織の創造性向上、そして最終的には社会全体の持続可能性へと好循環を生み出す

触媒となるのである。 

また、注目すべきは「自然志向の価値観」と「イノベーション」の相乗効果だ。自然環境への感度

が高まった従業員は、既存の事業や製品を「自然に優しいか」という新たな視点で見直すように

なる。これがきっかけとなり、環境負荷の少ない素材や生産方法の採用、エネルギー効率の高い

システム設計など、ビジネスモデル自体の変革につながる可能性を秘めている。こうした「自然に

インスパイアされたイノベーション」は、企業の差別化要因となるだけでなく、将来的な規制強化

や消費者の環境意識の高まりにも先手を打つ戦略となり得る。結果として、企業は経済的成功と

環境貢献の両立を実現し、社会全体のサステナブルな発展に寄与することができるのである。 

持続可能な企業経営において、従業員の健康と環境への責任は避けて通れないテーマである。

「森林と健康経営」の融合は、その両者を同時に追求する先進的アプローチとして今後ますます

注目を集めるに違いない。科学的エビデンスが示す確かな効果を土台に、企業が創意工夫を凝

らして森林プログラムを取り入れることで、働く人々が心身ともに健やかで創造性を発揮できる職

場が生まれるだろう。そして、そうした企業こそが人材競争と市場競争を勝ち抜き、持続的成長を

遂げていくに違いない。日本の豊かな森林資源を味方につけた新たな経営戦略の展開に、大い

なる期待が寄せられる。 

*「健康経営®」は、NPO法人健康経営研究会の登録商標です。​

*「森林セラピー®」は、NPO法人森林セラピーソサエティの登録商標です。 
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